申請書類
平成　　年　月　日
　　　

住所
名称
代表者氏名

「情報通信利用促進支援事業費補助金（視聴覚障害者等のための放送視聴支援事業）」
公募申請書
　

標記の件について、次のとおり必要書類（注）を添えて申請します。
１－１　申請者概要説明書
１－２　株主等一覧表
１－３　経営状況表
２－１　構築するシステムの概要
２－２　試験、評価の方法

３－１　補助対象経費等説明書

３－２　補助対象経費積算表
（注）公募申請書類への押印は不要
（添付書類１－１）
申請者概要説明書
	１ 会社概要
	（会社の概要、沿革を記載のこと。必要に応じパンフレット添付。）



	２ 法人番号
	

	３ 企業コード
	（帝国データバンクの企業コードがある場合には記載のこと）

	（フリガナ）

４ 代表者の氏名
	（団体の代表者（法人であれば代表取締役等）を記載のこと。）

	５ 本社等の所在地
	（本社及び主な事業所等の所在地を記載のこと。）

	６ 会社設立日及び上場又は登録日
	（申請者が法人の場合には、創業年月、会社設立日、証券取引所への上場日又は証券業協会への店頭登録日等を記載のこと。）

	７ 取引銀行
	（現在の主な取引銀行名、支店名等を記載のこと。）

	８ 借入金
	      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	９ 他の補助金への応募状況
	（本事業と同様の事業について、平成30年度補助金を申請している場合又は平成29年度までに補助金の交付を受けた場合は記載のこと。）


［注意］全体を１頁でまとめること。
（添付書類１－２）
株主等一覧表
１ 株　主                                             

（平成     年   月   日現在）
	株 主 氏 名
	住         所
	持株数
	持株比率
	備    考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


［注意１］　株主が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金及び従業員数を記載のこと。

［注意２］　株主が法人で筆頭株主の場合は、その株主との関係（連結決算対象等）があれば、備考欄にその関係を記載すること。
［注意３］　株主が個人の場合は、備考欄に自社との関係を記載のこと。
２ 役　員                                               

（平成     年   月   日現在）
	役　職　名
	氏    名
	住       所
	備    考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


［注意］  他社の役員を兼務している場合は、備考欄に会社名及び職名を記載のこと。
（添付書類１－３）
経営状況表
会社名                       

（単位：千円）
	
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日

	売上高    Ａ
	
	
	

	経常利益  Ｂ
	
	
	

	総資本    Ｃ
	
	
	

	自己資本  Ｄ
	
	
	

	流動資産  Ｅ
	
	
	

	流動負債  Ｆ
	
	
	

	総資本経常利益率
（Ｂ×１００）／Ｃ
	％
	％
	％

	売上高経常利益率
（Ｂ×１００）／Ａ
	％
	％
	％

	自己資本比率
（Ｄ×１００）／Ｃ
	％
	％
	％

	流動比率
（Ｅ×１００）／Ｆ
	％
	％
	％


［注意１］ 本資料は、過去３期の財務諸表により作成のこと。（設立後３期未満の場合は過去１期又は２期分で可。設立後１期未満の場合は上部余白に「設立後１期未満」と記載して表は空白で提出。）
［注意２］ 金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記載のこと。率は、少数第２位を四捨五入して少数第１位まで記載のこと。
［注意３］ 本資料の根拠となる貸借対照表、損益計算書の他、販売費及び一般管理費内訳書、製造原価報告書並びに利益金処分（損失金処理）計算書の写しをＡ４版用紙にて添付のこと。
（添付書類２－１）

構築するシステムの概要
Ⅰ　システムの全体構成図
Ⅱ　連携する放送事業者名、連携内容
（連携内容は、リアルタイム音声認識を実施するに当たり、放送事業者とどのような連携を行うかを記載すること。）
Ⅲ　システムに関する説明
（・　音声認識システム、字幕蓄積・配信システム、字幕表示等のためのアプリケーションのそれぞれについて、具体的に記載すること。
・　システムの構築を外注する場合は、外注内容と外注先がわかるよう記載すること。
・　公募要領P.７に記載の評価項目のうち、以下の要件を満たすものであるか否かがわかるよう記載すること。）
１　必須項目

（１）事業実施に当たっての要件

○　構築するシステムが、以下の要件を満たすこと。

①　ニュース番組及び報道番組において、アナウンサーの発話内容を一定程度正確に文字化するための音声認識システムを備えること。

②　①で文字化された情報を蓄積し、ユーザのスマートフォン等に配信するためのシステムを備えること。

③　ユーザのスマートフォン等において、②で配信された文字情報について、字幕として表示する機能を備えること。

④　③の機能をユーザのスマートフォン等で実現させる際、表示させるべき番組の字幕を、ユーザが容易に選択できる機能を備えること。

２　比較評価の際の項目

○　字幕が見やすいよう工夫されていること。

○　配信された文字情報を音声として読み上げる機能（繰り返し読み上げる機能、再生速度を調節できる機能）があること。

○　緊急地震速報の読み上げ機能があること。

○　ユーザが字幕を見る際、映像から字幕への視点の移動が少ないこと。
○　サービス提供エリアが広範囲であること（３都道府県以上 / ２都道府県 / １都道府県）。）
○　蓄積した文字情報を、音声認識システムの精度の向上のために活用すること。
Ⅳ　補助事業の実施体制

（補助事業を実施するに当たり、参画する者の氏名、役割を記載すること。責任者については連絡先も記載すること。経理担当者の連絡先も併せて記載すること。）
Ⅴ　スケジュール
（試験、評価も含めた全体スケジュールを記載すること。）
（添付書類２－２）

試験、評価の方法
Ⅰ　試験方法
（実放送環境での試験内容、試験実施エリア、試験時間、試験回数を記載すること。）
Ⅱ　評価方法
（・ 連携する聴覚障害者団体名、評価に参加可能な聴覚障害者数を記載すること。

　・ 評価方法を具体的に明記すること。
　・ 評価結果を可能な限りシステムに反映させることを記載すること。

　・ 高齢者による評価を行う場合は、その旨を記載すること。

・（配信された文字情報を音声として読み上げる機能（繰り返し読み上げる機能、再生速度を調節できる機能）がある場合）視覚障害者団体と連携し、視覚障害者による評価を行うための体制の有無、評価方法、連携する視覚障害者団体名、評価に参加可能な視覚障害者数を記載すること。）
（添付書類３－１）
補助対象経費等説明書
１　補助対象経費及び補助金交付申請額
	補助対象経費総額
	補助金交付申請額

	       　　　 　千円
	           千円


２　補助対象経費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
①　音声認識システムに係る費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位： 円）
	費 目 区 分
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	人件費
	
	

	物品費
	設備備品費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	（  小  計  ）
	
	

	その他
	外　注　費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	光熱水料
	
	

	
	その他
	
	

	
	（小　計）
	
	

	合計
	
	


②　字幕蓄積・配信システムに係る費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位： 円）
	費 目 区 分
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	人件費
	
	

	物品費
	設備備品費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	（  小  計  ）
	
	

	その他
	外　注　費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	光熱水料
	
	

	
	その他
	
	

	
	（小　計）
	
	

	合計
	
	


③　字幕表示等のためのアプリケーションに係る費用　　　　　　　　　　　　　　（単位： 円）
	費 目 区 分
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	人件費
	
	

	物品費
	設備備品費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	（  小  計  ）
	
	

	その他
	外　注　費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	光熱水料
	
	

	
	その他
	
	

	
	（小　計）
	
	

	合計
	
	


④　実放送環境での試験に係る費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位： 円）
	費 目 区 分
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	人件費
	人件費
	
	

	
	謝金
	
	

	物品費
	設備備品費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	（  小  計  ）
	
	

	その他
	外　注　費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	光熱水料
	
	

	
	その他
	
	

	
	（小　計）
	
	

	合計
	
	


［注意］千円未満は切り捨てること。
３　平成31年度以降のサービスの提供　
（平成31年度以降にサービスを提供するための費用の内訳、収入の見込みの内訳を記載すること）
（添付書類３－２）

補助対象経費積算表
（別紙２「補助対象経費についての留意事項」に従って記載のこと。）
①　音声認識システムに係る費用
	費目名
	品名等
	単価（円）
	数量
	金額（円）
	用途

	人件費
	〇〇　〇〇
（従事者の氏名）
	3,600
	100時間
	360,000
	

	物品費
	設備備品費
	〇〇サーバ
	500,000
	１台
	500,000
	音声認識エンジン搭載用

	
	
	△△PC
	150,000
	２台
	300,000
	

	
	消耗品費
	〇〇
	50,000
	１式
	50,000
	

	
	（  小計  ）
	－
	－
	－
	
	－

	その他
	外注費
	□□ソフトの制作・開発
	1,000,000
	１式
	1,000,000
	（内訳）別添１

	
	通信運搬費
	□□に係る通信料
	40,000
	７ヶ月
	280,000
	

	
	光熱水料
	○○に係る電気代
	30,000
	７ヶ月
	210,000
	

	
	その他
	
	200,000
	１式
	200,000
	（旅費）△△-○○間*,***円×*人×*回

	
	（小計）
	－
	－
	－
	
	－

	合計
	－
	－
	－
	
	－


※　②～④についても同様に作成すること。
[注意１]　添付書類３－１の補助対象経費の内訳の積算内容について記載のこと。

[注意２]　「金額」の千円未満は切り捨てること。

[注意３]　単価は、時価、実購入価格を基準とし、積算根拠を確認できる書類（見積書、カタログ、人件費単価及び従事時間内訳）を添付すること。必要な設備備品の調達方法の決定にあたっては、購入とリース・レンタルで調達経費を比較し、原則、安価な方法を採択すること。
[注意４]　費目毎に整理して記載のこと。用紙が足りない場合は適宜様式の欄を追加、又は別頁とすること。

[注意５]　品名（品目）は交付要綱又は応募要領の「補助対象経費の費目及び範囲」に照らし

　　　　て、該当する費目に区分・記載すること。
【様式１】





（　）の記述は留意ポイントの説明ですので、申請の際には削除して下さい。





（前年度末における全ての短期／長期借入金の額を記載のこと）









